
 

男女共同参画基本計画に基づく所得税の見直しを求める意見書 

 

 ２０１５年に閣議決定された第４次男女共同参画基本計画において所得税法の見

直しが盛り込まれた。 

 これは、地域経済の担い手である中小企業の経営の主力である家族従業員、特に

配偶者の果たす役割が大きくその対価を正当に評価しようとするものである。 

 所得税法では、家族従業員の働き分は事業主の所得となり、配偶者控除８６万円、

配偶者以外の家族は５０万円が控除されるのみで、最低賃金にも達していない。こ

の事によって、社会保障や行政手続きなどの面で弊害が生じている。 

 青色申告にすれば給与を経費にできるという所得税法第５７条は、税務署への届

けと記帳義務などの条件付きであり、申告の仕方で納税者を差別するものとなって

いる。 

 ２０１４年１月に、全ての中小業者に記帳が義務化されており、所得税法第５６

条による差別はすべきではない。 

 第６３回国連女性差別撤廃委員会から日本政府に対し、「家族経営による女性の

経済的エンパワーメントを促進するために、家族経営における女性の労働を認める

よう所得税法の見直しを検討することを求める」と勧告がなされたところである。 

 いまだに実現していない、所得税法第５６条を早急に廃止するよう求める。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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